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お客さま本位の啓発、浸透、定着への取組状況はじめに

株式会社オンリーワン(東京都八王子市 代表取締役 五明徹也、以下「当社」)は、2022年度(2022年6月1日～2023年5

月31日)における、「あなたの保険のオンリーワンでありたい宣言(お客さま本位の業務運営方針)」の啓発、浸透、定着への

取組状況及び成果指標・KPI(Key Performance Indicator)を公表いたします。

※顧客本位の業務運営に関する情報につきましては、下記リンクの金融庁WEBサイトでご確認いただけます。

https://www.fsa.go.jp/policy/kokyakuhoni/kokyakuhoni.html
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お客さま本位の業務運営方針の策定・公表について[取組状況１]

当社ではお客さま本位の業務運営を推進する取組みを浸透、定着させるにあたり、「あなたの保険のオンリーワンであり

たい宣言(お客さま本位の業務運営方針)」を策定し、これらの業務運営が企業文化として定着させる以下の取組みをしてい

ます。

【主な取組み・検証体制】

(1)「あなたの保険のオンリーワンでありたい宣言(お客さま本位の業務運営方針)」を社内に掲示し、これを定期的に確認す

ることにより社内への周知を図るとともに、従業員教育・研修を実施 

(2)「あなたの保険のオンリーワンでありたい宣言(お客さま本位の業務運営方針)」、及びこの方針に基づく取組状況ととも

に、当社のウェブサイト(https://www.your-onlyone.co.jp)を通じて定期的な更新・公表

(※少なくとも年1回の更新・公表をしていますが、金融庁の「顧客本位の業務運営に関する原則」又は金融事業者リスト

      掲載基準等に変更がなされた場合には、随時更新・公表)

(3)「あなたの保険のオンリーワンでありたい宣言(お客さま本位の業務運営方針)」の改訂、及び取組状況を評価・検証する

ための成果指標(KPI)を変更等する際には、経営会議、並びに外部の専門家(金融規規制法外部監査機関)により、改訂案、

変更案を十分に協議、検討して決定する体制づくり

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考
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お客さまの最善の利益の追求について[取組状況２]

当社ではお客さまの利益を最優先に考え、お客さまへ保険商品をご提案する際には、「あなた(お客さま)の保険のオン

リーワン」であり続けるためにはという観点で、お客さまのご意向やニーズを考え、「無駄のない保険設計のお約束」のも

と、保険商品のご提案に努めています。これらの結果として契約数の増加やお客さまの満足度は、当社の想いに共感をいた

だき、ご納得のうえで加入いただけていることを示す指標のひとつと考えいます。

【主な取組み・検証体制】

(1)お客さまの声(苦情、要望、相談、お褒め・感謝など)の社内共有と対応、結果、改善(※次ページで一部事例をご紹介)

(2)苦情等の検証、再発防止の周知

(3)お客さまへ「公的保険制度ポータルサイト(金融庁)」の積極的な閲覧、利用の推進

(※当社独自の「契約ご確認書」にポータルサイトのリンクQRコードを掲載、お客さまに適切かつ「無駄のない保険設計

のお約束」を果たすため、お客さまが直ぐにでも閲覧、利用できる体制を確保しています)

(4)お客さまの利益を最優先する推奨方針の例外的対応を実施

(お客さまのご意向を把握したうえで、お客さまの環境、条件等から保険商品の特性や保険会社の引受規定、医的審査基準

が原因で、お客さまの不利益に繋がるおそれがあると判断した場合、又はお客さまの安心な生活や企業経営のために有益

であると判断した場合など、当社の推奨保険会社に合致しない場合には、推奨保険会社に関わらず、取扱保険会社の範囲

内で可能性がある保険会社の保険商品を推奨商品として、当該保険商品と選定理由をご説明する推奨方針の例外的対応)

(5)管理責任者による「意向把握シート/法人・個人別」の記録の定期点検、及び「顧客管理システム(保険VOSシステム)」

の対応履歴(募集プロセス歴)の記録の定期点検を実施(意向把握や比較推奨販売の適切性確認、及びお客さまの利益を不当

に害するおそれのある取引有無の確認など）

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考
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お客さまの最善の利益の追求について[取組状況２]

保険金請求に必要な書類を揃えることに不安でしたが、

担当者Xさんが「書類の準備で私ができることがあればさ

せていただくので、いつでも私を頼ってください」と丁

寧に言っていただき、お陰で精神的な負担も少なくなり

ました。また保険金の支払いを受けるまで細かな報告も

いただけたことが、安心に繋がりました。本当にありが

とうございました。

＜50歳代 女性のお客さま＞

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考

事故担当者Xさんが、とても親身になって話を聞いて下

さったので、安心して任せることができました。初めて

の事故で不安なことばかりでしたが、事故解決まで気遣

いと適切なアドバイスをいただけて助かりました。今回

の件で、オンリーワンさんで保険に加入して良かったと

改めて思いました。これで事業に専念できます。本当に

ありがとうございました。

＜40歳代 男性のお客さま＞

お客さまからいただいた感謝のお言葉

お客さまからいただいたご不満のお言葉

保険契約の更改のお知らせが届きましたが、いつもは担

当者の連絡先が書かれているのに今回は書かれていないの

はどうしてですか。保険料が高くなっているので、直ぐに

担当者Xさんと連絡をとりたいので対応してください。

＜70歳代 女性のお客さま＞

当社で原因を確認したところ、当社が発送した更改のお

知らせではなく、保険会社が直接発送したお知らせ(代理

店名・代理店連絡先のみ記載)であったことが判明。今回

のご不満について保険会社と共有のうえ、後日お客さまに

は当社発送ではない旨を説明しご理解をいただいた。

対応
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■個人契約区分には個人事業主が含まれる

■保険始期日ベースで算出

■2022年度期間によるKPI数値
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お客さまの最善の利益の追求について[取組状況２]

損害保険の新規契約状況 成果指標・KPI

損害保険の保有契約状況 成果指標・KPI

事業年度 法人 個人
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損害保険の種目別新規契約状況 成果指標・KPI

損害保険の保有契約状況 成果指標・KPI

お客さまの最善の利益の追求について[取組状況２]



保有契約 保険種目 2022年度 2021年度 前年比

自動車保険/法人 174件 189件 92.06%

自動車保険/個人 332件 324件 102.46%

火災保険/法人 215件 167件 128.74%

火災保険/個人 765件 718件 106.54%

傷害保険/法人 248件 227件 109.25%

傷害保険/個人 536件 500件 107.20%

賠償責任保険/法人 262件 296件 88.51%

賠償責任保険/個人 119件 150件 79.33%

新規契約 保険種目 2022年度 2021年度 前年比

自動車保険/法人 20件 10件 200%

自動車保険/個人 22件 21件 104.76%

火災保険/法人 28件 25件 112%

火災保険/個人 38件 32件 118.75%

傷害保険/法人 25件 8件 312.50%

傷害保険/個人 18件 18件 100%

賠償責任保険/法人 19件 18件 105.55%

賠償責任保険/個人 6件 17件 35.29%
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■新規契約表の個人契約区分には個人事業主が含まれる

■保険始期日ベースで算出

■2022年度期間によるKPI数値

■保有契約表の個人契約区分には個人事業主が含まれる

■保有契約数には新規契約が含まれる

■2022年度末時点によるKPI数値

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考

損害保険の種目別新規契約状況(新規契約・保有契約) 成果指標・KPI

お客さまの最善の利益の追求について[取組状況２]
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■個人契約区分には個人事業主が含まれる

■責任開始日ベースで算出

■2022年度期間によるKPI数値
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生命保険の新規契約状況 成果指標・KPI

事業年度 法人 個人

2022年度 18件 18件

2021年度 21件 27件

前年比 85.71% 66.66%

生命保険の保有契約状況 成果指標・KPI
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2021年度 290件 384件

前年比 83.10% 92.96%

■個人契約区分には個人事業主を含む

■保有契約数には新規契約数を含む

■2022年度末時点によるKPI数値
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お客さまの最善の利益の追求について[取組状況２]

生命保険の種目別新規契約状況 成果指標・KPI

生命保険の種目別保有契約状況 成果指標・KPI
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新規契約 保険種目 2022年度 2021年度 前年比

死亡保障/法人 6件 14件 42.85%

死亡保障/個人 9件 18件 50%

メディカル/法人 1件 2件 50%

メディカル/個人 9件 6件 150%

介護・就業不能/法人 0件 2件 -

介護・就業不能/個人 0件 0件 -

変額・外貨建て/法人 11件 3件 366.66%

変額・外貨建て/個人 0件 3件 -

その他/法人 0件 0件 -

その他/個人 0件 0件 -

保有契約 保険種目 2022年度 2021年度 前年比

死亡保障/法人 170件 213件 79.81%

死亡保障/個人 138件 171件 80.70%

メディカル/法人 56件 60件 93.33%

メディカル/個人 188件 176件 106.81%

介護・就業不能/法人 2件 6件 33.33%

介護・就業不能/個人 1件 1件 100%

変額・外貨建て/法人 12件 10件 120%

変額・外貨建て/個人 18件 17件 105.88%

その他/法人 1件 1件 100%

その他/個人 12件 19件 63.15%

■新規契約表の個人契約区分には個人事業主が含まれる

■責任開始日ベースで算出

■その他区分は「学資保険」「年金保険」等

■2022年度期間によるKPI数値

■保有契約表の個人契約区分には個人事業主が含まれる

■保有契約数には新規契約が含まれる

■その他区分は「学資保険」「年金保険」等

■2022年度末時点によるKPI数値

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考

生命保険の種目別新規契約状況(新規契約・保有契約) 成果指標・KPI

お客さまの最善の利益の追求について[取組状況２]
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利益相反の適切な管理について[取組状況３]

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考

当社ではお客さまの利益が不当に害することがないように「各種内部規程」「業務・コンプライアンスマニュアル」を策

定して社内周知を徹底しているとともに、保険商品販売手数料の多寡などで提案することがない体制整備に取組んでいます。

【主な取組み・検証体制】

(1)管理責任者による「意向把握シート/法人・個人別」の記録の定期点検、及び「顧客管理システム(保険VOSシステム)」

の対応履歴(募集プロセス歴)の記録の定期点検を実施(意向把握や比較推奨販売の適切性確認、及びお客さまの利益を不当

に害するおそれのある取引有無の確認など）

(2)金融規制法外部監査機関による「意向把握シート/法人・個人別」「顧客管理システム(保険VOSシステム)」の対応履歴

(募集プロセス歴)の記録のサンプリング調査及び内部管理・検証体制の実効性確認を年1回実施

これらの取組みは、「[取組状況2] お客さまの最善の利益の追求」、「[取組状況6]トップオブザ・オンリーワンの定着に

向けた取組みについて]などと同様です。また常時対象取引の有無を確認をしていますが、2022年6月1日～2023年5月31

日期間においても対象取引は認められていません。
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利益相反の適切な管理について[取組状況３]

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考

[法令等遵守規程] [保険募集管理規程] [業務コンプライアンスマニュアル] [意向把握シート]

取組み・運用ツール
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お客さまへの重要な情報の提供と分かりやすい説明について[取組状況４]

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考

当社ではお客さまへ保険商品をご提案する際には、分かりやすい言葉を用いて、お客さまの表情、言葉からご理解いただ

けているのかどうか、注意を喚起しながら丁寧な説明に努めています。特に運用リスク等がお客さまのご負担となる特定保

険商品(外貨建て保険や変額保険など）をご案内する際には、リスク・リターンの関係性から、お客さまが負担すべき手数料

などの費用が生じる場合は、当該手数料等がどのようなサービスの対価に関するものかを分かりやすく丁寧に情報提供を行

い、適切な適合性確認にも努めています。

【主な取組み・検証体制】

(1)保険商品パンフレット、重要事項説明書等において、特に重要な箇所には黄色マーカーペンで注意を喚起する説明を行い、

お客さまの理解状況の振り返り確認によるプロセスの徹底取組み

(2)郵送による加入手続き(損害保険更改)を希望されるお客さまに対して、当社独自の「郵送による手続きのご案内及び確認

書」を同封する取組み。(※お客さまが対面募集の場合と同等に補償内容と重要事項内容を理解できる取組みを実践)

(3)特定保険商品をお客さまに案内する際、当社独自の「特定保険商品提案・販売可否判断基準表」を用いて、お客さまの金

融知識や取引経験を考慮した適合性確認を実施(※7つの質問項目を設定、総合判定結果によって販売可否を判断)

(4)特定保険商品販売トークスクリプトの策定及びこれらの周知と実践の徹底(※お客さまに漏れない情報提供及びお客さま

が負担すべき手数料等の説明)

(5)管理責任者による「特定保険商品提案・販売可否判断基準表」「意向把握シート」「対応履歴」との3点による定期的な

整合性確認を実施
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お客さまへの重要な情報の提供と分かりやすい説明について[取組状況４]

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考

【郵送による更改手続のご案内及び確認書】 【特定保険商品提案・販売可否の判断基準表】【外貨建て保険商品トークスクリプト】

取組み・運用ツール
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お客さまのご意向に沿った保険商品のご提案とお客さまが喜ばれるサービスの提供について[取組状況５]

当社ではお客さまから世代を超えて永続的にお選びいただけるオンリーワンの保険代理店であり続けることを目指し、お

客さま一人ひとりにふさわしく喜ばれるサービスの提供に努めています。これらの結果として損害保険の更改契約率、及び

生命保険の継続率の高い数値は、お客さまのご意向に沿ったご提案、並びにご加入をいただいた後の適切なアフターフォ

ローとお客さまに喜ばれるサービスにご満足と信頼をいただけていることを示す指標のひとつと考えています。

【主な取組み・検証体制】

(1)弁護士、社会保険労務士、税理士などの専門士業メンバーとの連携体制を強みとする、オールラウンダーを担う独自のワ

ンストップサービスの提供

(2)お客さまの保険加入の目的・きっかけ、優先すべき事項などの当初意向から最終意向に至るまで、「意向把握シート」及

び「顧客管理システム(保険VOSシステム)」への記録と管理責任者による定期点検を実施

(3)事故専任担当者の配置(※詳細は「損害保険事故・保険金請求等対応サービス状況」にて公表)

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考

90.42%

92.62%

86.92%

91.56%91.09%

88.18% 87.46%
89.88%

80%

85%

90%

95%

100%

自動車保険 火災保険 傷害保険 賠償責任保険

2022年度 2021年度2

損害保険の更改契約状況 成果指標・KPI
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保険種目 2022年度 2022年度更改率算定基礎 2021年度 2021年度更改率算定基礎

自動車保険 90.42% 満期数:501件/更改手続数:453件 91.09% 満期数:516件/更改手続数:470件

火災保険 92.62% 満期数:515件/更改手続数:477件 88.18% 満期数:499件/更改手続数:440件

傷害保険 86.92% 満期数:344件/更改手続数:299件 87.46% 満期数:295件/更改手続数:258件

賠償責任保険 91.56% 満期数:308件/更改手続数:282件 89.88% 満期数:346件/更改手続数:311件

合計

■法人契約・個人契約合算による数値を算出

■満期数とは当該契約が満期日を迎えた数をいう

■更改手続数とは満期数に対して更改手続きを行った数をいう

■更改率(平均)は保険種目合計の満期数に対する更改手続数で算出

■2022年度期間によるKPI数値

損害保険更改率(平均)

2022年度 90.59%

2021年度 89.31%

前年比 101.43%

損害保険の更改契約状況 成果指標・KPI

お客さまのご意向に沿った保険商品のご提案とお客さまが喜ばれるサービスの提供について[取組状況５]

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考



18

Customer-Oriented Business Operation Report 2022

■継続率の基準は各社で定めるところによる

■「IQA24か月継続率」はご契約をお預かりしてから2年間の継続がされている割合を表示

■「MOF25か月継続率」は集計対象期間を契約日とする契約について一定期間の保険料(保険料払込回数が25回以上継続)の払い込みがされた契約の割合を表示

■「24か月継続率」は2021年6月1日～2023年5月31日成立日の契約を100として、2023年6月1日時点で契約が継続されている割合を表示

■2022年度末時点によるKPI数値

保険会社 2022年度 2021年度 前年比

アクサ生命保険 IQA24か月継続率100% IQA24か月継続率100% 100%

ソニー生命保険 24か月継続率100% 24か月継続率100% 100%

メットライフ生命保険 MOF25か月継続率100% MOF25か月継続率100% 100%

SOMPOひまわり生命保険 24か月継続率100% 24か月継続率100% 100%

日本生命保険 MOF25か月継続率71.40% MOF25か月継続率90.00% 79.33%

エヌエヌ生命保険 IQA24か月継続率100% IQA24か月継続率100% 100%

オリックス生命保険 MOF13か月継続率100% MOF13か月継続率100%   100%

東京海上日動あんしん生命保険 IQA24か月継続率100% IQA24か月継続率100% 100%

大同生命保険 24か月継続率100% 24か月継続率100% 100%

三井住友海上あいおい生命保険 IQA24か月継続率100% IQA24か月継続率100% 100%

お客さまのご意向に沿った保険商品のご提案とお客さまが喜ばれるサービスの提供について[取組状況５]

生命保険の継続契約状況 成果指標・KPI

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考
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当社では保険始期前にお客さまのお手元に保険証券が届き、お客さまご自身によるご契約内容の再確認の時間を確保して

いただくため、保険始期14日前の早期手続きに努めています。これらの結果として14日前の早期更改契約率の高い数値は、

お客さまへの安心と喜ばれるサービスの提供に繋がっており、お客さまからの信頼、ご満足の指標の一つの証であると考え

ております。

【主な取組み・検証体制】

(1)お客さまへ満期日の2か月前を目処に「満期のお知らせ」及び関係資料を送付し、順次、お電話にてお客さまへ満期書類

等の到着確認を実施。その際に継続(更改)の意思確認や面談のアポイントを徹底する取組み(※面談のアポイントは満期日

の1か月前までに行うことを原則としてしています)

(2)お客さまとのアポイントの進捗状況は「顧客管理システム(保険VOSシステム)」に記録、またお客さまの継続(更改)手続

き意思確認の内容等については、自社サーバーを通じて更改管理表(Excel)に記録し、すべての従業員が把握できるように

早期更改業務の可視化を徹底(※お客さまの意向把握内容は「意向把握シート」へ記録、対応履歴は「顧客管理システム

(保険VOSシステム)」に記録)

(3)管理責任者による早期更改手続の進捗状況確認を毎週1回実施

お客さまのご意向に沿った保険商品のご提案とお客さまが喜ばれるサービスの提供について[取組状況５]

損害保険の14日前早期更改契約状況 成果指標・KPI

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考
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保険種目 2022年度 2022年度早期更改率算定基礎 2021年度 2021年度早期更改率算定基礎

自動車保険 83,33% 更改手続数:318件/早期更改手続数:265件 91.52% 更改手続数:330件/早期更改手続数:302件

火災保険 85.98% 更改手続数:107件/早期更改手続数:92件 88.00% 更改手続数:100件/早期更改手続数:  88件

傷害保険 79.27% 更改手続数:82件/早期更改手続数:65件 69.88% 更改手続数:  83件/早期更改手続数:  58件

賠償責任保険 77.64% 更改手続数:246件/早期更改手続数:191件 78.66% 更改手続数:253件/早期更改手続数:199件

合計 更改手続数:753件/早期更改手続数:613件 合計 更改手続数:766件/早期更改手続数:647件

■代申会社となるAIG損害保険のみの数値をKPI設定

■法人契約・個人契約合算による数値を算出

■14日前早期更改契約とは満期の14日前迄に手続きが完了したものをいう

■更改手続数とは更改手続を行った数をいう

■早期更改手続数とは更改手続数に対して満期日の14日前までに手続きを

行った数をいう

■損害保険14日前早期更改率(平均)とは4種目合計の更改手続数に対する早

期更改手続数で算出

■2022年度期間によるKPI数値

損害保険14日前早期更改率(平均)

2022年度 81.41%

2021年度 84.46%

前年比 96.38%

お客さまのご意向に沿った保険商品のご提案とお客さまが喜ばれるサービスの提供について[取組状況５]

損害保険の14日前早期更改契約状況 成果指標・KPI
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79.27%
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85.50% 81.82%
74.42% 73.17%
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2022年度 2021年度

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考
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当社ではお客さまの災害・事故時の有事に備え、事故専任担当者を配置しています。事故責任担当者がお客さまの視点に

立ち、保険募集担当者及び保険会社と連携しながら、迅速な初期対応並びに事故解決及び適切な保険金が支払われるまで丁

寧に対応、適切な助言とお客さまの不安を軽減するサポートに尽力しています。これらの結果として保険金事故・付帯サー

ビスの対応数の増加は、日頃から信頼をいただけていることを示す指標のひとつと考えています。

【主な取組み・検証体制】

(1)事故専任担当者が事故対応・事故内容・保険金請求等のすべてを履歴として記録、管理し、対応の進捗状況、ペンディン

グ事案の有無を社内全体で共有・確認する取組み

■事故・サービス受付日ベースで算出

■2022年度期間によるKPI数値

対応サービス 2022年度 2021年度 前年比

保険金請求対応/法人 121件 101件 119.80%

保険金請求対応/個人 60件 39件 153.84%

保険金請求対応合計 181件 140件 129.28%

ロードサービス対応/法人 5件 11件 45.45%

ロードサービス対応/個人 0件 1件 -

ロードサービス対応合計 5件 12件 41.66%
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保険金請求対応/法人 保険金請求対応/個人 ロードサービス対応/法人 ロードサービス対応/個人

2022年度 2021年度

損害保険事故・保険金請求等対応サービス状況 成果指標・KPI

お客さまのご意向に沿った保険商品のご提案とお客さまが喜ばれるサービスの提供について[取組状況５]

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考
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当社では金融事業者として職業倫理の定着を図るため、企業としてのガバンス態勢の強化に取組んでいます。

また、お客さま本位の業務運営の本質に言及し、お客さまに「トップオブザ・オンリーワン」の安心をお届けするため、

並びに保険業法、個人情報保護法、その他関係法令を遵守しなければならない意識を醸成させるための従業員教育を継続し

ています。またお客さまの期待をこえた専門性を発揮できるコンサルティングの提供ができるように従業員の資格取得等の

推進にも努めています。これらの結果として社内外の研修実施の頻度や上位資格の取得数の増加は、お客さまへより安心を

お届けできる「人財」の育成の機会を示す指標のひとつを考えています。

【主な取組み・検証体制】

(1)本社、支店全体による業務運営の課題の抽出及び解決策の共有

(2)金融・保険分野のプロフェッショナリズムを養うため、金融・保険全般に関する資格取得の奨励

(3)当社独自の「業務・コンプライアンスマニュアル(金融規制法外部監査機関による監修済)」に基づく、すべての従業員の

業務品質の均一化の取組み

(4)金融規制法外部監査機関と顧問契約によるコンプライアンス態勢の維持と向上への取組み(※教育、指導、相談等の体制

の確保)

トップオブザ・オンリーワンの定着に向けた取組みについて[取組状況６]

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考
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■2022年度末時点によるKPI数値

■「終活アドバイザー」資格は2022年度の取得によるものであるため、前年対比なし

■2022年より「変額保険販売資格」「外貨建保険販売資格」の制度創設により前年対比なし

損害保険資格 2022年度 2021年度 前年比

損害保険・大学課程（トータルプランナー） 1名 1名 100%

損害保険プランナー 1名 1名 100%

生命保険資格

専門課程（ライフコンサルタント） 4名 4名 100%

応用課程（シニアライフコンサルタント） 1名 1名 100%

変額保険販売資格 1名 - -

外貨建保険販売資格 1名 - -

生命保険関連・国家資格（FP技能士）

3級FP技能士 4名 3名 133%

その他資格

BCAO認定事業継続管理者資格 1名 1名 100%

年金マスター（全国社会保険労務士連合会） 1名 1名 100%

終活アドバイザー 1名 - -

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考

保険募集人の資格取得状況 成果指標・KPI

トップオブザ・オンリーワンの定着に向けた取組みについて[取組状況６]
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カリキュラム 2022年度 2021年度 前年比

保険商品知識 20回 10回 200%

コンプライアンス 16回 7回 228.57%

体制整備・顧客本位業務運営 6回 5回 120%

その他 2回 2回 100%

保険募集人教育・研修合計 44回 24回 183.33%

■実施方法は、社内・保険会社・外部講師による対面教育のほか、eラーニング受講が含まれる

■「その他」とは、営業技能、事務・保全関連などのカリキュラムをいう

■2022年度期間によるKPI数値
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従業員教育・研修状況 成果指標・KPI

トップオブザ・オンリーワンの定着に向けた取組みについて[取組状況６]

[保険商品知識テキスト 例] [コンプライアンステキスト 例]

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考



25

Customer-Oriented Business Operation Report 2022

当社ではコンプライアンス推進体制の維持、内部管理・監督態勢の実効性、及び「お客さま本位の業務運営」の定着状況

を検証するため、管理責任者による内部点検、内部監査及び金融規制法外部監査機関による外部監査を実施しています。こ

れらの結果として内部点検、外部監査の実施頻度の増加は、保険募集の適正な体制の継続的確保、並びに企業一体としてお

客さま本位の業務運営の啓発と定着に向けた改善の機会を示す指標のひとつと考えています。

【主な取組み・検証体制】

(1)管理責任者による内部点検を定期的に実施

(2)金融規制法外部監査機関による外部監査を年1回実施

(3)外部監査機関による外部監査結果(評価・指摘事項等)を社内で共有し、取組改善事項を次年の重要課題として位置付け

■内部点検には保険会社の指示による点検を含む

点検・監査等 2022年度 2021年度 前年比

内部点検(保険募集管理責任者) 8回 10回 66.66%

セルフチェック(保険募集人) 2回 2回 100%

内部監査(内部監査担当者) 2回 2回 100%

外部監査(外部監査機関) 1回 1回 100%
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4

6

8

10

内部点検 セルフチェック 内部監査 外部監査

2022年度 2021年度

トップオブザ・オンリーワンの定着に向けた取組みについて[取組状況６]

内部点検・外部監査機関のモニタリング・監査状況 成果指標・KPI

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考
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当社では企業価値の向上に資する取組み(認定制度の取得、プロジェクトに参画、登録など)を推進しています。これらの

取組みによって従業員の職業意欲や士気を高める環境づくりとなり、結果として業務改善や当社の経営安定に反映するもの

と考えています。またこれらが従業員のお客さまの最善の利益を追求していく動機づけとなり、その結果、お客さまからは

世代を超えて継続的にお選びいただけるオンリーワンの保険代理店として、更に信頼関係をいただける指標のひとつと考え

ています。

【主な取組み】

(1)外務省「持続可能な開発目標(SDGs)」参画企業

(2)中小企業庁「事業継続力強化計画」認定企業

(3)厚生労働省「がん対策推進企業アクション」推進パートナー企業

(4)公益法人鎮守の森のプロジェクト「鎮守の森のプロジェクト」参画企業

(5)顧客情報を「保険VOSシステム」に集約し、従業員の業務の効率化・最適化、並びにお客さまへの迅速なサービス対応を

目的とする顧客管理のDX(Digital Tranceformation)化(※)推進の取組み

トップオブザ・オンリーワンの定着に向けた取組みについて[取組状況６]

※DX化とは「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、商品、サービス、ビジネスモデルを変革

するとともに、業務そのものや組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争性の優位性を確立すること」をいいます。

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考
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●中小企業庁

【事業継続力強化計画】 認定企業

近年多発している大規模な自然災害に対する事前対

策の取組みとして中小企業庁が推進している事業継

続力強化計画の認定を受けました。

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai

/keizokuryoku.htm#gaiyou/

●外務省

【持続可能な開発目標（SDGｓ）】参画企業

貧困、不平等、格差、気候変動による影響など、世界

の様々な問題を根本的に解決し、すべての人たちに

よってよりよい世界をつくるために設定された目標に

取組んでいます。

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/abo

ut/index.html/

トップオブザ・オンリーワンの定着に向けた取組みについて[取組状況６]

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/keizokuryoku.htm#gaiyou/
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/keizokuryoku.htm#gaiyou/
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/about/index.html/
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/about/index.html/


28

Customer-Oriented Business Operation Report 2022

●厚生労働省

【がん対策推進企業アクション】推進パートナー企業

職域におけるがん検診受診率向上を企業連携で推進し

ていくことで、がんと前向きに取組む社会機運を醸成、

推進する企業として取組んでいます。

https://www.gankenshin50.mhlw.go.jp/index.html

トップオブザ・オンリーワンの定着に向けた取組みについて[取組状況６]

●公益財団法人 鎮守の森のプロジェクト

【鎮守の森のプロジェクト】参画企業〕

東日本震災では、神社を囲む鎮守の森が、防災林とし

て大切な役割を果たしました。鎮守の森のプロジェク

トでは、「災害から命を守る森」づくりをしています。

当社ではその活動に参画しています。

https://morinoproject.com

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考

https://www.gankenshin50.mhlw.go.jp/index.html
https://morinoproject.com/
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【お客さま本位の業務運営方針に基づく取組状況報告のお問合わせ先】

保険代理店 株式会社オンリーワン

代表取締役 五明徹也

所 在 地 東京都八王子市南町3-12

サンクレイドル八王子南町１階

電 話 番 号    042-634-8558

【顧客管理のDX化推進】

顧客管理システム(保険VOSシステム)

「営業活動の環境整備・最適化」「顧客情情報の最適化・一元化」「セキュリティの安全性」「コンプライアンス強化」

トップオブザ・オンリーワンの定着に向けた取組みについて[取組状況６]

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考



[参考１] 金融庁「顧客本位の業務運営に関する原則」との対応関係表
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取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考

当社は、金融庁の「顧客本位の業務運営に関する原則」と本方針との対応関係を以下のとおり公表いたします。

また、金融庁の「顧客本位の業務運営に関する原則」に掲げる項目のうち、原則3(注)は、本方針の一部対象外、原則5(注2)、原則6(注2)、原則6(注3)は、対象外であ

ることを公表いたします。なお、本方針の一部対象外又は対象外である理由につきましては、「【参考2】金融庁「顧客本位の業務運営に関する原則」に対する当社

取組方針・取組状況の一部実施・非該当一覧」において公表いたします。

顧客本位の業務運営に関する原則 実施・不実施 取組方針の該当箇所 取組状況の該当箇所

原則
2

【顧客の最善の利益の追求】

金融事業者は、高度の専門性と職業倫理を保持し、顧客

に対して誠実・公正に業務を行い、顧客の最善の利益を図

るべきである。金融事業者は、こうした業務運営が企業文

化として定着するよう努めるべきである。

実施

取組方針2

お客さまの最善の利益の追求につ

いて

取組状況2

お客さまの最善の利益の追求につ

いて

(注)

金融事業者は、顧客との取引に際し、顧客本位

の良質なサービスを提供し、顧客の最善の利益を

図ることにより、自らの安定した顧客基盤と収益

の確保につなげていくことを目指すべきである。
実施

取組方針2

お客さまの最善の利益の追求につ

いて

取組方針6

トップオブザ・オンリーワンの定

着に向けた取組みについて

取組状況2

お客さまの最善の利益の追求につ

いて

取組状況6

トップオブザ・オンリーワンの定

着に向けた取組みについて

原則
3

【利益相反の適切な管理】

金融事業者は、取引における顧客との利益相反の可能性

について正確に把握し、利益相反の可能性がある場合には、

当該利益相反を適切に管理すべきである。金融事業者は、

そのための具体的な対応方針をあらかじめ策定すべきであ

る。

実施

取組方針3

利益相反の適切な管理について

取組状況3

利益相反の適切な管理について 

金融事業者の名称 株式会社オンリーワン

■取組方針掲載ページのURL： https://www.your-onlyone.co.jp/fiduciaryduty

■取組状況掲載ページのURL： https://www.your-onlyone.co.jp/fiduciaryduty/images/2022torikumi.pdf

掲載・更新年月日：2023年6月27日
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取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考

顧客本位の業務運営に関する原則 実施・不実施 取組方針の該当箇所 取組状況の該当箇所

原則
3

(注)1

金融事業者は、利益相反の可能性を判断するに

当たって、例えば、以下の事情が取引又は業務に

及ぼす影響についても考慮すべきである。

・ 販売会社が、金融商品の顧客への販売・推奨

等に伴って、当該商品の提供会社から、委託手

数料等の支払を受ける場合

・ 販売会社が、同一グループに属する別の会社

から提供を受けた商品を販売・推奨等する場合

・ 同一主体又はグループ内に法人営業部門と運

用部門を有しており、当該運用部門が、資産の

運用先に法人営業部門が取引関係等を有する企

業を選ぶ場合

一部実施

取組方針3

利益相反の適切な管理について

【参考2】金融庁「顧客本位の業

務運営に関する原則」に対する当

社取組方針・取組状況の一部実

施・非該当一覧_原則3の行

取組状況3

利益相反の適切な管理について

【参考2】金融庁「顧客本位の業

務運営に関する原則」に対する当

社取組方針・取組状況の一部実

施・非該当一覧_原則3の行

原則
4

【手数料等の明確化】

金融事業者は、名目を問わず、顧客が負担する手数料そ

の他の費用の詳細を、当該手数料等がどのようなサービス

の対価に関するものかを含め、顧客が理解できるよう情報

提供すべきである。

実施

取組方針4

お客さまへの重要な情報の分かり

やすい提供について

取組状況4

お客さまへの重要な情報の分かり

やすい提供について

原則
5

【重要な情報の分かりやすい提供】

金融事業者は、顧客との情報の非対称性があることを踏

まえ、上記原則４に示された事項のほか、金融商品・サー

ビスの販売・推奨等に係る重要な情報を顧客が理解できる

よう分かりやすく提供すべきである。

実施

取組方針4

お客さまへの重要な情報の分かり

やすい提供について

取組方針5

お客さまのご意向に沿った保険商

品のご案内とお客さまが喜ばれる

サービスの提供について

取組状況4

お客さまへの重要な情報の分かり

やすい提供について

取組状況5

お客さまのご意向に沿った保険商

品のご案内とお客さまが喜ばれる

サービスの提供について

[参考１] 金融庁「顧客本位の業務運営に関する原則」との対応関係表



32

Customer-Oriented Business Operation Report 2022

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考

顧客本位の業務運営に関する原則 実施・不実施 取組方針の該当箇所 取組状況の該当箇所

原則
5

(注1)

重要な情報には以下の内容が含まれるべきであ

る。

・ 顧客に対して販売・推奨等を行う金融商品・

サービスの基本的な利益（リターン）、損失そ

の他のリスク、取引条件

・ 顧客に対して販売・推奨等を行う金融商品の

組成に携わる金融事業者が販売対象として想定

する顧客属性

・ 顧客に対して販売・推奨等を行う金融商品・

サービスの選定理由（顧客のニーズ及び意向を

踏まえたものであると判断する理由を含む）

・ 顧客に販売・推奨等を行う金融商品・サービ

スについて、顧客との利益相反の可能性がある

場合には、その具体的内容（第三者から受け取

る手数料等を含む）及びこれが取引又は業務に

及ぼす影響

実施

取組方針4

お客さまへの重要な情報の分かり

やすい提供について

取組方針5

お客さまのご意向に沿った保険商

品のご案内とお客さまが喜ばれる

サービスの提供について

取組状況4

お客さまへの重要な情報の分かり

やすい提供について

取組状況5

お客さまのご意向に沿った保険商

品のご案内とお客さまが喜ばれる

サービスの提供について

(注2)

金融事業者は、複数の金融商品・サービスをパッ

ケージとして販売・推奨等する場合には、個別に

購入することが可能であるか否かを顧客に示すと

ともに、パッケージ化する場合としない場合を顧

客が比較することが可能となるよう、それぞれの

重要な情報について提供すべきである(注2)～(注

5)は手数料等の情報を提供する場合においても同

じ）。

非該当

【参考2】金融庁「顧客本位の業

務運営に関する原則」に対する当

社取組方針・取組状況の一部実

施・非該当一覧_原則5の行

【参考2】金融庁「顧客本位の業

務運営に関する原則」に対する当

社取組方針・取組状況の一部実

施・非該当一覧_原則5の行

[参考１] 金融庁「顧客本位の業務運営に関する原則」との対応関係表
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取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考

顧客本位の業務運営に関する原則 実施・不実施 取組方針の該当箇所 取組状況の該当箇所

原則
5

(注3)

金融事業者は、顧客の取引経験や金融知識を考

慮の上、明確、平易であって、誤解を招くことの

ない誠実な内容の情報提供を行うべきである。

実施

取組方針4

お客さまへの重要な情報の分かり

やすい提供について

取組状況4

お客さまへの重要な情報の分かり

やすい提供について

(注4)

金融事業者は、顧客に対して販売・推奨等を行

う金融商品・サービスの複雑さに見合った情報提

供を、分かりやすく行うべきである。単純でリス

クの低い商品の販売・推奨等を行う場合には簡潔

な情報提供とする一方、複雑又はリスクの高い商

品の販売・推奨等を行う場合には、顧客において

同種の商品の内容と比較することが容易となるよ

うに配意した資料を用いつつ、リスクとリターン

の関係など基本的な構造を含め、より分かりやす

く丁寧な情報提供がなされるよう工夫すべきであ

る。

実施

取組方針4

お客さまへの重要な情報の分かり

やすい提供について

取組状況4

お客さまへの重要な情報の分かり

やすい提供について

(注5)

金融事業者は、顧客に対して情報を提供する際

には、情報を重要性に応じて区別し、より重要な

情報については特に強調するなどして顧客の注意

を促すべきである。 実施

取組方針4

お客さまへの重要な情報の分かり

やすい提供について

取組方針5

お客さまのご意向に沿った保険商

品のご案内とお客さまが喜ばれる

サービスの提供について

取組状況4

お客さまへの重要な情報の分かり

やすい提供について

取組状況5

お客さまのご意向に沿った保険商

品のご案内とお客さまが喜ばれる

サービスの提供について

[参考１] 金融庁「顧客本位の業務運営に関する原則」との対応関係表
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取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考

顧客本位の業務運営に関する原則 実施・不実施 取組方針の該当箇所 取組状況の該当箇所

原則
6

【顧客にふさわしいサービスの提供】

金融事業者は、顧客の資産状況、取引経験、知識及び取

引目的・ニーズを把握し、当該顧客にふさわしい金融商

品・サービスの組成、販売・推奨等を行うべきである。

実施

取組方針5

お客さまのご意向に沿った保険商

品のご案内とお客さまが喜ばれる

サービスの提供について

取組状況5

お客さまのご意向に沿った保険商

品のご案内とお客さまが喜ばれる

サービスの提供について

(注1)

金融事業者は、金融商品・サービスの販売・推奨

等に関し、以下の点に留意すべきである。

・ 顧客の意向を確認した上で、まず、顧客のラ

イフプラン等を踏まえた目標資産額や安全資産

と投資性資の適切な割合を検討し、それに基づ

き、具体的な金融商品・サービスの提案を行う

こと

・ 具体的な金融商品・サービスの提案は、自ら

が取り扱う金融商品・サービスについて、各業

法の枠を超えて横断的に、類似商品・サービス

や代替商品

・ サービスの内容（手数料を含む）と比較しな

がら行うこと

・ 金融商品・サービスの販売後において、顧客

の意向に基づき、⻑期的な視点にも配慮した適切

なフォローアップを行うこと

実施

取組方針5

お客さまのご意向に沿った保険商

品のご案内とお客さまが喜ばれる

サービスの提供について

取組状況5

お客さまのご意向に沿った保険商

品のご案内とお客さまが喜ばれる

サービスの提供について

[参考１] 金融庁「顧客本位の業務運営に関する原則」との対応関係表
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取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考

顧客本位の業務運営に関する原則 実施・不実施 取組方針の該当箇所 取組状況の該当箇所

原則
6

(注2)

金融事業者は、複数の金融商品・サービスを

パッケージとして販売・推奨等する場合には、当

該パッケージ全体が当該顧客にふさわしいかにつ

いて留意すべきである。

非該当

【参考2】金融庁「顧客本位の業

務運営に関する原則」に対する当

社取組方針・取組状況の一部実

施・非該当一覧_原則6の行

【参考2】金融庁「顧客本位の業

務運営に関する原則」に対する当

社取組方針・取組状況の一部実

施・非該当一覧_原則6の行

(注3)

金融商品の組成に携わる金融事業者は、商品の

組成に当たり、商品の特性を踏まえて、販売対象

として想定する顧客属性を特定・公表するととも

に、商品の販売に携わる金融事業者においてそれ

に沿った販売がなされるよう留意すべきである。

非該当

【参考2】金融庁「顧客本位の業

務運営に関する原則」に対する当

社取組方針・取組状況の一部実

施・非該当一覧_原則6の行

【参考2】金融庁「顧客本位の業

務運営に関する原則」に対する当

社取組方針・取組状況の一部実

施・非該当一覧_原則6の行

(注4)

金融事業者は、特に、複雑又はリスクの高い金

融商品の販売・推奨等を行う場合や、金融取引被

害を受けやすい属性の顧客グループに対して商品

の販売・推奨等を行う場合には、商品や顧客の属

性に応じ、当該商品の販売・推奨等が適当かより

慎重に審査すべきである。

実施

取組方針4

お客さまへの重要な情報の分かり

やすい提供について

取組方針6

トップオブザ・オンリーワンの定

着に向けた取組みにについて

取組状況4

お客さまへの重要な情報の分かり

やすい提供について

取組状況6

トップオブザ・オンリーワンの定

着に向けた取組みについて

(注5)

金融事業者は、従業員がその取り扱う金融商品の

仕組み等に係る理解を深めるよう努めるとともに、

顧客に対して、その属性に応じ、金融取引に関す

る基本的な知識を得られるための情報提供を積極

的に行うべきである。

実施

取組方針6

トップオブザ・オンリーワンの定

着に向けた取組みについて

取組状況6

トップオブザ・オンリーワンの定

着に向けた取組みにについて

[参考１] 金融庁「顧客本位の業務運営に関する原則」との対応関係表
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取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考

顧客本位の業務運営に関する原則 実施・不実施 取組方針の該当箇所 取組状況の該当箇所

原則
7

【従業員に対する適切な動機付けの枠組み等】

金融事業者は、顧客の最善の利益を追求するための行動、

顧客の公正な取扱い、利益相反の適切な管理等を促進する

ように設計された報酬・業績評価体系、従業員研修その他

の適切な動機づけの枠組みや適切なガバナンス体制を整備

すべきである。

実施

取組方針1

お客さま本位の業務運営方針の策

定・公表について

取組方針2

お客さまの最善の利益の追求につ

いて

取組方針5

お客さまのご意向に沿った保険商

品のご提案とお客さまが喜ばれる

サービスの提供について

取組方針6

トップオブザ・オンリーワンの定

着に向けた取組みにについて

取組状況1

お客さま本位の業務運営方針の策

定・公表について

取組状況2

お客さまの最善の利益の追求につ

いて

取組状況5

お客さまのご意向に沿った保険商

品のご提案とお客さまが喜ばれる

サービスの提供について

取組状況6

トップオブザ・オンリーワンの定

着に向けた取組みにについて

[参考１] 金融庁「顧客本位の業務運営に関する原則」との対応関係表



37

Customer-Oriented Business Operation Report 2022

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考

顧客本位の業務運営に関する原則 実施・不実施 取組方針の該当箇所 取組状況の該当箇所

原則
7 (注)

金融事業者は、各原則（これらに付されている

注を含む）に関して実施する内容及び実施しない

代わりに講じる代替策の内容について、これらに

携わる従業員に周知するとともに、当該従業員の

業務を支援・検証するための体制を整備すべきで

ある。

実施

取組方針1

お客さま本位の業務運営方針の策

定・公表について

取組方針2

お客さまの最善の利益の追求につ

いて

取組方針5

お客さまのご意向に沿った保険商

品のご提案とお客さまが喜ばれる

サービスの提供について

取組方針6

トップオブザ・オンリーワンの定

着に向けた取組みにについて

取組状況1

お客さま本位の業務運営方針の策

定・公表について

取組状況2

お客さまの最善の利益の追求につ

いて

取組状況5

お客さまのご意向に沿った保険商

品のご提案とお客さまが喜ばれる

サービスの提供について

取組状況6

トップオブザ・オンリーワンの定

着に向けた取組みにについて

【照会先】

部署 代表取締役 五明徹也

連絡先
電話：042-634-8558
E-mail：info@your-onlyone.co.jp

[参考１] 金融庁「顧客本位の業務運営に関する原則」との対応関係表
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取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考

顧客本位の業務運営に関する原則 一部実施・非該当 一部実施・非該当理由

原則3 (注)

金融事業者は、利益相反の可能性を判断するに当たって、例えば、

以下の事情が取引又は業務に及ぼす影響についても考慮すべきであ

る。

・ 販売会社が、金融商品の顧客への販売・推奨等に伴って、当該

商品の提供会社から、委託手数料等の支払を受ける場合

・ 販売会社が、同一グループに属する別の会社から提供を受けた

商品を販売・推奨等する場合 (※1)

・ 同一主体又はグループ内に法人営業部門と運用部門を有してお

り、当該運用部門が、資産の運用先に法人営業部門が取引関係等を

有する企業を選ぶ場合 (※2)

一部実施

(※1) 当社における組織形態上、同一グルー

プに属する別の会社から提供を受けた商品を

販売・推奨することがないため対象としてお

りません。

(※2) 当社における組織形態上、同一主体又

はグループ内の運用部門が、資産の運用先に

営業部門が取引関係等を有する企業を選ぶこ

とがないため対象としておりません。

原則5 (注2)

金融事業者は、複数の金融商品・サービスをパッケージとして販

売・推奨等する場合には、個別に購入することが可能であるか否か

を顧客に示すとともに、パッケージ化する場合としない場合を顧客

が比較することが可能となるよう、それぞれの重要な情報について

提供すべきである(注2)～(注5)は手数料等の情報を提供する場合に

おいても同じ）。

非該当

当社は複数の金融商品・サービスをパッ

ケージとして販売・推奨することがないため、

本原則は対象としておりません。

原則6

(注2)

金融事業者は、複数の金融商品・サービスをパッケージとして販

売・推奨等する場合には、当該パッケージ全体が当該顧客にふさわ

しいかについて留意すべきである。

非該当

当社は複数の金融商品・サービスをパッ

ケージとして販売・推奨することがないため、

本原則は対象としておりません。

(注3)

金融商品の組成に携わる金融事業者は、商品の組成に当たり、商

品の特性を踏まえて、販売対象として想定する顧客属性を特定・公

表するとともに、商品の販売に携わる金融事業者においてそれに

沿った販売がなされるよう留意すべきである。

非該当

当社における業務形態上、金融商品の組成

に携わる金融事業者ではないため、本原則は

対象としておりません。

当社は、金融庁の「顧客本位の業務運営に関する原則」に掲げる項目のうち、原則3(注)は、一部実施、原則5(注2)、原則6(注2)、原則6(注3)は、

本方針の対象外であることを公表いたします。



[参考３] 金融庁「顧客本位の業務運営に関する原則」との対応関係一覧表

39

Customer-Oriented Business Operation Report 2022

取組方針1 取組方針2 取組方針3 取組方針4 取組方針5 取組方針6

金
融
庁
「
顧
客
本
位
の
業
務
運
営
に
関
す
る
原
則
」

原則2

顧客の最善の利益の追求 ◎

(注) ◎ ◎

原則3

利益相反の適切な管理 ◎

(注) △

原則4 手数料の明確化 ◎

原則5

重要な事項のわかりやすい提供 ◎

(注1) ◎

(注2)※【対応関係一覧表の補足】を参照

(注3) ◎

(注4) ◎

(注5) ◎ ◎

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考



[参考３] 金融庁「顧客本位の業務運営に関する原則」との対応関係一覧表
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取組方針1 取組方針2 取組方針3 取組方針4 取組方針5 取組方針6

金
融
庁
「
顧
客
本
位
の
業
務
運
営
に
関
す
る
原
則
」

原則6

顧客にふさわしいサービスの提供 ◎

(注1) ◎

(注2)※【対応関係一覧表の補足】を参照

(注3)※【対応関係一覧表の補足】を参照

(注4) ◎ ◎

(注5) ◎

原則7

従業員に対する適切な動機づけの枠組み等 ◎ ◎ ◎ ◎

(注) ◎ ◎ ◎ ◎

※【対応関係一覧表の補足】

・金融庁の原則3(注)について、当社における組織形態上、同一グループに属する別の会社から提供を受けた商品を販売・推奨することがないこと、

及び当社における組織形態上、同一主体又はグループ内の運用部門が、資産の運用先に営業部門が取引関係等を有する企業を選ぶことがないため

一部対象としていません。

・原則5(注2)、原則6(注2)について、当社は複数の金融商品・サービスをパッケージとして販売・推奨することがないため対象としていません。

・原則6(注3)について、当社における業務形態上、金融商品の組成に携わる金融事業者ではないため対象としていません。

取組状況1 取組状況2 取組状況3 取組状況4 取組状況5 取組状況6 参考

【[参考1～参考3]対応関係表に関するお問い合わせ先】

株式会社オンリーワン 代表取締役 五明徹也

電話：042-634-8558 E-mail：info@your-onlyone.co.jp
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